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はじめに

この実状調査実施要項は，大学評価・学位授与機構（以下「機構」という ）が教養教育をテー。

， （ 。）マとする全学テーマ別評価の一環として 全国立大学 大学院のみを置く大学及び短期大学を除く

を対象に実施する教養教育に関する実状調査について記載されています。

本要項は，機構が平成１２年度に着手する大学評価の評価全体の基本方針を記載した「第１章

平成１２年度に着手する大学評価の実施方針 ，全学テーマ別評価「教養教育」の評価及び実状調」

「 （ ） 」， ，査の概要を記載した 第２章 教養教育の評価 実状調査を含む の概要 本調査の具体的内容

方法等を記載した「第３章 実状調査の内容・方法等 ，調査結果のとりまとめと公表の方針を記」

載した「第４章 調査結果のとりまとめ・公表」から構成されています。

機構が平成１２年度に着手する大学評価のうち，教養教育をテーマとする全学テーマ別評価につ

いては，２年計画で実施することとしています。１年目は各大学における教養教育のとらえ方，目

的及び目標や取組等の実状を調査して，それを整理・公表し，２年目に自己評価に基づく評価を行

います。

教養教育については，その内容が幅広く，大学ごとに多様でありますが，機構としてはこの実状

調査を通じて，各大学からいただいた情報をもとに，より適切な評価を行いたいと考えています。
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第１章 平成１２年度に着手する大学評価の実施方針

Ⅰ 評価の目的

機構は，国立学校設置法に則り，大学等（大学及び大学共同利用機関をいう。以下同じ ）の教。

育研究水準の向上に資するため，教育研究活動等の状況について評価を行い，その結果について，

当該大学等及びその設置者に提供するとともに，広く社会に公表することを業務にしています。

機構の実施する評価は，各大学等が競争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，

， ， ，① 教育活動 研究活動 社会貢献活動など大学等の行う諸活動について多面的な評価を行い

評価結果を各大学等にフィードバックすることにより，各大学等の教育研究活動等の改善に

役立てること。

大学等の諸活動の状況や成果を多面的に明らかにし，それを社会に分かりやすく示すこと②

により，公共的な機関として大学等が設置・運営されていることについて，広く国民の理解

と支持が得られるよう支援・促進していくこと。

を目的にしています。

Ⅱ 評価の内容・方法の概要

各大学等の教育研究活動の個性化や質的充実に向けた主体的な取組を支援・促進していくために

は，国際的な視点，地域社会における役割，大学改革の方向性，国内外の大学の動向などを考慮し

ながら，複数の評価手法に基づく多面的な評価を行う必要があります。そのため，各大学・学部等

の設定する目的及び目標に即して，教育活動，研究活動，地域社会や産業界との連携・交流，社会

貢献など，大学等の行う諸活動について，

① 全学テーマ別評価

② 分野別教育評価

③ 分野別研究評価

の３区分の評価を実施します。

１ 目的及び目標に即した評価

機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分に発揮できるよう，当該大学等の設定す

る「目的」及び「目標」に即して行います。そのため，大学等の設置の趣旨，歴史や伝統，規模

や資源などの人的あるいは物的条件，地理的条件さらには将来計画などを考慮して，明確かつ具

体的な目的及び目標が設定されていることが前提となります。

機構では，これらのことを十分配慮して，当該大学等の行う諸活動が「目的」及び「目標」の

実現に貢献するものであるか，また，諸活動の結果がそれを達成しているのかなどの視点から評

価を行います。



２ 評価のプロセス

機構は，大学等の設置者の要請をまって評価を行います。

評価は，大学等が自ら行う評価の結果について分析するとともに，大学等の教育研究活動の状

況について調査を行い，これらの結果を踏まえて行います。

そのプロセスは次のとおりです。

大学関係者及び学識経験者からなる大学評価委員会及び専門委員会において，評価の実①

施方針や具体的な評価の内容・方法及び実施のための要項等を決定します。

大学等においては，機構の示す要項に基づき自己評価を行い，その結果を自己評価書と②

して提出します。自己評価書には，自己評価結果の根拠となる資料・データが必要です。

自己評価の根拠には，各大学等が独自に実施している自己点検・評価及びその学外者に

よる検証（外部評価）の結果等を活用することができます。

機構においては，大学等から提出された自己評価書と併せて，独自に調査・収集する資③

料・データ等に基づき，十分な研修を受けた大学評価委員会の委員，専門委員及び評価員

が，書面調査によるほか，ヒアリング又は訪問調査による分析・調査を踏まえて評価を行

い，その結果を取りまとめます。

平成１２年度着手の評価では，機構独自の調査・資料収集は，実状調査の実施と機構が

評価する上で，大学等の自己評価で根拠とした資料・データでは不足する場合に，それを

大学等に求める形で実施します。

なお，この評価は初めて実施するものであることから，各大学等における明確かつ具体的な目

的及び目標の設定に役立てることを目的として，評価の前提となる各大学等の目的及び目標につ

いて事前調査し，明確かつ具体的な記述の工夫の状況について整理・分析します。その結果につ

いては，全般的な傾向や特徴を含めて各大学等にフィードバックします。

３ 評価の対象時期

機構の実施する評価は，大学等の現在の活動状況について行います。この場合，これまでの状

況の分析を通じて行う必要があります。この評価では，原則として過去５年間の状況を対象とし

ます。なお，この分析の対象とする期間は，評価の区分，実施するテーマ及び分野，あるいは評

価項目などの特性によっては変更されることがあります。

４ 区分ごとの評価の概要

機構の実施する３つの区分による評価の概要は次のとおりです。

この評価でいう「機関」とは，大学及び大学共同利用機関を指し，また 「組織」とは，機関，

の内部に置かれた学部，研究科及び附置研究所その他の組織を指します。



（大学等の教育研究活動等の状況についての全学的な課題に関する評価）(1) 全学テーマ別評価

全学テーマ別評価は，各大学及び各大学共同利用機関をそれぞれ単位として，書面調査及び

ヒアリングにより行います。

この評価では，教育研究活動のみならず，全学的な大学運営や社会貢献活動など，大学等の

諸活動の多様な側面について，個別の学部や研究科等の課題にとどまらない，大学等の全学的

な課題を各年度において数テーマ設定します。

なお，各年度に着手するテーマについては，大学改革の動向，社会の要請及び大学等におけ

る自己点検・評価の進捗状況などを勘案して設定します。設定されたテーマに関する評価は，

設置者から要請のあった大学及び大学共同利用機関（対象機関）に対して行います。

全学的な課題の例としては 「大学等の目的・機能を総合的に発揮するための全学的な大学運，

営 「教養教育や基礎学力の形成についての全学的な取組 「教育機能の強化のための全学的な」， 」，

取組 「学生に対する支援についての全学的な取組 「大学等としての研究活動の推進に関する」， 」，

基本的な考え方とその方策 「社会貢献活動についての全学的な取組 「産学連携の推進につい」， 」，

ての全学的な取組」及び「国際社会への貢献，国際化への対応についての全学的な取組」などが

考えられます。

（大学の各学部及び各研究科における教育活動等の状況についての評価）(2) 分野別教育評価

分野別教育評価は，大学の教育活動等の状況について，原則として学部，研究科をそれぞれ

単位として，学問分野ごとに，書面調査及び訪問調査により行います。

実施する分野は，年度ごとに設定しますが，同一分野の評価は５年周期を基本にし，設置者

から要請のあった大学の学部及び研究科（対象組織）に対して行います。なお，平成１２年度

から１４年度までの期間については，実施分野や対象数を絞って段階的に実施することにして

おり，平成１５年度から本格的に実施する予定です。

（大学の各学部及び各研究科，各附置研究所その他の各組織並びに大学共同(3) 分野別研究評価

利用機関における研究活動等の状況についての評価）

， ， ，分野別研究評価は 大学等の研究活動等の状況について 原則として大学の学部及び研究科

附置研究所その他の組織並びに大学共同利用機関を単位として，学問分野ごとに，書面調査及

びヒアリングにより行います。

評価の対象となる「研究活動等」の「研究活動」とは，狭義の研究（基礎研究，応用研究）活

動にとどまらず，技術の創出，経営ノウハウの創出，芸術的創作やパフォーマンス，学術書，教

養書や教科書類の出版，政策形成等に資する調査報告書の作成，総合雑誌などのジャーナリズム

論文の発表等を含む各組織（機関）の教員の創造的活動全般をいいます。

また 「研究活動等」には，研究活動そのもののほか，研究を推進し又は支援する体制としての，

諸施策と諸機能が含まれます 「諸施策と諸機能」の例としては，専攻・学科の連携やプロジェク。

ト研究の実施方策，研究開発や研究支援に携わる技術者の養成，大学共同利用機関や大学内の共

同利用施設が当該分野全体の研究の推進や交流の活発化のために実施するサービス機能，組織全

ます。体としての研究資金の運用方策等があり

なお，大学共同利用機関のように，共同利用装置等から生み出される成果がある場合には，その

成果についても評価の対象になります。



実施する分野は，年度ごとに設定しますが，同一分野の評価は５年周期を基本にし，設置者

から要請のあった大学の学部及び研究科，附置研究所その他の組織（対象組織）並びに大学共

同利用機関（対象機関）に対して行います。なお，平成１２年度から１４年度までの期間につ

いては，実施分野や対象数を絞って段階的に実施することにしており，平成１５年度から本格

的に実施する予定です。

５ 項目別評価と総合的評価

機構の実施する評価は，各大学等が設定する明確かつ具体的な目的及び目標に即して，各評価

項目ごとの評価（ ）及び各評価項目を通じた総合的な評価（ ）により行い項目別評価 総合的評価

ます。

(1) 項目別評価

項目別評価では，多面的な評価を実施するために，全学テーマ別評価，分野別教育評価及び

分野別研究評価の特性に応じて次のように項目を設定し，評価を行います。

① の評価項目については，次の３項目を基本に，各年度に着手するテー全学テーマ別評価

マに応じて設定します。

目的及び目標を達成するための取組1)

目的及び目標の達成状況2)

改善のためのシステム3)

， 。② の評価項目については 次の６項目をそれぞれ各分野共通に設定します分野別教育評価

アドミッション・ポリシー（学生受入方針）1)

教育内容面での取組2)

教育方法及び成績評価面での取組3)

教育の達成状況4)

学生に対する支援5)

教育の質の向上及び改善のためのシステム6)



， 。③ の評価項目については 次の５項目をそれぞれ各分野共通に設定します分野別研究評価

研究体制及び研究支援体制1)

諸施策及び諸機能の達成状況2)

研究内容及び水準3)

社会（社会・経済・文化）的貢献4)

研究の質の向上及び改善のためのシステム5)

なお，以上の評価項目のうち 「研究内容及び水準」については，対象組織（機関）の研究，

活動の状況を，国際的な視点を踏まえた研究水準及び独創性，発展性，人材育成への貢献，他

分野への貢献などの多様な観点から，教員及び研究グループの個別の業績を基に，関連分野の

専門家により，研究の質を重視して評価を行います。

また 「社会（社会・経済・文化）的貢献」についても，個別の業績を基にした評価を行い，

ます。

(2) 総合的評価

総合的評価では，目的及び目標の周知・公表の状況など，各項目を通じた事柄や全体を見た

ときに指摘できる事柄について評価を行います。

Ⅲ 評価の結果

評価結果は，項目別評価，総合的評価の結果の記述及びそれらを要約した評価結果の概要によ

って示します。このほか，大学等の概要，大学等の設定した目的及び目標の記述を併せて評価報

告書としてまとめます。

機構は，評価結果を確定する前に評価結果案を当該大学等に通知し，これに対する意見の申立

ての機会を設け，申立てがあった場合には，大学評価委員会において再度審議を行った上で，最

終的な評価結果を確定します。申立ての内容とそれへの対応は報告書に明示します。

評価報告書は，大学等及びその設置者に提供するとともに，印刷物の刊行及びウェブサイトへ

の掲載等により，広く社会に公表します。

Ⅳ 情報開示

機構は，大学等の教育研究活動等の改善及び社会への情報提供を積極的に行うため，機構が収

集又は作成する資料・データ等については，原則として公開・開示します。

なお，対象機関から提出された文書等のうち，個人に関する情報については，原則として機構

が行う評価の根拠としてのみ利用し，公開・開示はしません。また，個人に関する情報以外の文

書等については，機構が作成する評価報告書に掲載するものを除き 「行政機関の保有する情報，

の公開に関する法律」等に基づき当該機関の長と協議の上，取扱いを決定します。



Ⅴ 評価システムの改善

機構は，社会と大学等の双方に開かれた組織であるとともに，評価の経験と評価を通じた各大

学等における自己改革の動向を踏まえつつ，常によりよい大学評価のシステムを求めていくこと

が重要であると考えています。このため，組織・運営面も含め，大学評価が開放的で進化するシ

ステムとなるよう，その改善に努めます。



第２章 教養教育の評価（実状調査を含む）の概要

教養教育をテーマとする全学テーマ別評価については，２年計画で実施することとしていま

す。１年目は大学における教養教育のとらえ方，目的及び目標や取組等の実状を調査して，そ

れを整理・公表し，その結果等を踏まえ，２年目に評価を行います。

Ⅰ テーマ（教養教育）の概要

教養教育については，平成３年の大学設置基準の大綱化（一般教育科目，専門教育科目等の

科目区分の廃止）に伴い，各大学において，その教育理念に基づく教育課程の編成，教育方法

及び履修指導など，主体的に工夫・改善の努力がなされています。

また，社会が高度化・複雑化する中で，社会全体として 教養及び基礎的な学力の重要性がも

改めて指摘されており，大学における新たな教養教育の在り方を考慮した教育の推進が求めら

れています。

このような社会的ニーズや大学におけるこれまでの取組を踏まえ，学部段階の教養教育（大

学設置基準に示されている「幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養

する」ための教育）について，各大学が設定した教養教育の目的及び目標を実現するための取

組状況及びその達成状況等について評価を行います。

Ⅱ 対象機関

設置者から要請のあった次の機関を対象とします。

全国立大学（大学院のみを置く大学及び短期大学を除く （９５大学）。）

（別記「平成１２年度着手の評価対象機関一覧」を参照）

Ⅲ 評価及び実状調査の内容・方法

大学が実施している学部段階（学士課程）の教養教育について，各大学の設定した教養教育

の目的及び目標に即して，全学的な視点からの取組，達成状況及び改善のためのシステム等に

ついて評価を行います。

この評価については，教養教育の内容が幅広いこと，さらに大学審議会等において，その改

善の基本的な方向性について審議・答申がなされ，それらを踏まえた取組が今後進められるこ

とも勘案して，このテーマについては，２年計画で実施します。

， 。１年目は各大学における教養教育のとらえ方 目的及び目標や取組等の実状調査を行います

それらを整理・公表し，その実状調査の結果等を踏まえ，さらに具体的な評価項目や内容・方

法について検討した上で，２年目に評価を実施します。



Ⅳ 実状調査実施スケジュール

平成１３年 １月 実施要項等の通知

平成１３年 ２月 説明会の実施

平成１３年 ５月末 実状調査回答票の提出

平成１３年１０月 実状調査結果の公表

参考資料１「全学テーマ別評価「教養教育」の実状なお，実状調査全体のスケジュールは，

に示すとおりです。調査に係るスケジュール」



第３章 実状調査の内容・方法等

Ⅰ 実状調査の目的

本実状調査は，全学テーマ別評価において，教養教育をテーマとした評価を実施するに当た

り，テーマである教養教育の内容が幅広く，大学ごとに多様であることなどから，各大学の教

養教育に関する実状を把握した上で，適切な評価を実施するために行うものです。

また，この調査の結果を公表することによって，社会や大学に対して各大学の教養教育に対

する全体的な取組状況等を分かりやすく示すことを意図しています。

Ⅱ 実状調査の内容

１ 調査内容及び調査項目

(1) 調査内容

本実状調査では，各大学における教養教育のとらえ方，教養教育の目的及び目標，目的及

び目標を達成するための取組の状況，教養教育の変遷と今後の方向等について調査します。

本調査は，前節「Ⅰ 実状調査の目的」で述べたとおり，２年目の評価を適切に実施する

ためにその準備として行うものであり，特に，評価の前提として重要な教養教育のとらえ方

（学部段階（学士課程）教育における位置付けを含む）や目的及び目標の設定状況を知るこ

と，その達成のために全体としてどのような取組が実施されているのかを知ることを重点と

しています。

(2) 調査項目

実状調査は，次に掲げる項目で行います。

対象機関の概要1)

教養教育に関するとらえ方2)

教養教育の目的及び目標3)

教養教育に関する取組4)

実施体制①

教育課程の編成及び履修状況②

教育方法③

変遷及び今後の方向5)

２ 調査方法

（ 実状調査票 全学テーマ別評価「教養教育 （平成１２年度着調査は，質問式の調査票 『 」



によって実施します。手分 （別紙 ））』 ）

質問は，次節「３ 項目ごとの調査内容」に示した内容について，記述式及び多肢選択式

等の設問を設定して行います。

回答結果の分析は，項目ごとに全回答大学の状況を整理する形で行います。また各大学か

らの回答については，大学ごとの教養教育の現況として，回答内容をほぼ原文のまま調査報

告書に掲載します。

（参考資料２「実状調査報告書イメージ（全学テーマ別評価「教養教育 」を参照）」）

３ 項目ごとの調査内容

(1) 対象機関の概要

大学の現況及び沿革についての基本事項について調査します。

ここでは，各大学の所在地，設立年，学部構成，学生数及び教員数等の基本事項及び大

学の特徴についての把握を意図しています。

(2) 教養教育に関するとらえ方

教養教育とは何か，そしてそれをどのように実施するのかについては，法令上で一律に

規定されているわけではなく，また，必ずしも教養教育に当たる教育が，教養科目といっ

た用語のもとに実施されているわけでもないことから，この調査では，まず，各大学の教

養教育に関するとらえ方について調査します。

教養教育に関するとらえ方については，教養教育と専門教育を対置する考え方，教養教

育と専門教育を対置せず有機的に連携させる考え方，学部教育を教養教育とする考え方な

ど様々な考え方がありますが，ここでは，各大学で，学部段階（学士課程）の教育の中で

教養教育をどのようにとらえ，位置付けているのか，教養教育と専門教育の関連性をどの

ようにとらえているかなどについて，教養教育と授業科目区分の関係を含め，把握するこ

とを意図しています。

(3) 教養教育の目的及び目標

各大学の教養教育の目的及び目標について調査します。

２年目の評価では，大学における教養教育の目的及び目標が，大学の設置の趣旨，歴史

や伝統，規模や資源などの人的あるいは物的条件，地理的条件，さらには将来計画等を踏

まえて，明確かつ具体的に設定されていることが前提となります。

ここでは，各大学における教養教育に関する目的及び目標の設定状況を把握することを

意図しています。

(4) 教養教育に関する取組

各大学の教養教育に関する実施体制，教育課程の編成，教育方法等の取組状況について



調査します。

ここでは，各大学で，教養教育の目的及び目標を達成するために，どのような取組を実

施し，それがどのような状況であるかを把握することを意図しています。

1) 実施体制

教養教育の実施体制について，運営組織及びその活動内容，また学生による授業評価

やファカルティ・ディベロップメント等の授業改善の諸施策の実施状況等を調査しま

す。

各大学で教養教育がどのような体制のもとで実施されているかについて，運営組織及

びその活動内容を把握するとともに，現在各大学で行われている学生による授業評価や

ファカルティ・ディベロップメント等の授業改善の諸施策の実施状況等についても把握

することを意図しています。

2) 教育課程の編成及び履修状況

教養教育に関する教育課程の編成について，その基本方針や特色，授業科目の区分の

内容及び履修状況等を調査します。

各大学で，教養教育に関する教育課程について，どのような基本方針を立て，どのよ

うな授業科目の区分を設けているか，その内容はどのようなものであるか，また，その

授業科目の区分ごとの履修状況の概略，特徴などについて把握することを意図していま

す。

なお，学生の学力の多様化に関しての，全学規模での対応状況についての把握も意図

しています。

3) 教育方法

， 。教養教育の教育方法について その基本方針や具体的な施策の実施状況を調査します

各大学で教養教育の教育方法について，どのような基本方針を立て，どのような施策

を実施しているか，特に，授業形態，学習指導法，学習環境，成績評価法について把握

することを意図しています。

(5) 変遷及び今後の方向

各大学の教養教育の変遷の概要及び各大学が考える教養教育の今後の方向性等につい

て調査します。

ここでは，各大学での教養教育に関するとらえ方，目的及び目標，実施体制，教育課

程の編成等についての変遷及び各大学が考える今後の方向性等について，大学が特に重

視している点を把握することを意図しています。



Ⅲ 実状調査票

本調査は，本要項別紙の実状調査票によって実施します。設問に対する回答には実状(1)

調査回答票を用意し，この回答票は書面及び電子ファイル（３．５インチＦＤ）で提供

します。回答は書面及び電子ファイル（内容によって電子ファイル化できない部分があ

る場合は，可能な部分のみ）の両方での提出になります。

(2) 実状調査回答票の提出期限 ５月３１日



第４章 調査結果のとりまとめ・公表

各大学から提出された「実状調査回答票」は，次に示す内容で取りまとめ，その結果につい

ては，大学等及びその設置者に提供するとともに，広く社会に公表します。

Ⅰ 実状調査報告書の内容

実状調査報告書の内容は，以下の３つの項目から構成されます。

１ 調査の概要

調査の目的，調査の内容について説明します。

２ 教養教育の動向と国立大学の取組

各大学から提出された「実状調査回答票」を基に，全国の国立大学の現状を分析し，国立

大学の教養教育の特徴及び傾向などについて整理します。

３ 国立大学（９５大学）の教養教育

各大学から提出された「実状調査回答票 （機関の概要，教養教育に関するとらえ方，目」

的及び目標，教養教育に関する取組など）をほぼ原文のまま転載し，各国立大学の教養教育

のとらえ方，目的及び目標や取組状況などを紹介します。

なお，転載の内容については，公表前に各大学に照会します。

（実状調査２「実状調査報告書イメージ（全学テーマ別評価「教養教育 」を参照）」）

Ⅱ 実状調査報告書の公表

実状調査報告書は，印刷物の刊行及びウェブサイトへの掲載等により，大学等及びその設置

者に提供するとともに，広く社会に公表します。



別　　記

機　　関　　名 機　　関　　名

北海道大学 Ｕ０００１ 名古屋大学 Ｕ００４３

北海道教育大学 Ｕ０００２ 愛知教育大学 Ｕ００４４

室蘭工業大学 Ｕ０００３ 名古屋工業大学 Ｕ００４５

小樽商科大学 Ｕ０００４ 豊橋技術科学大学 Ｕ００８５

帯広畜産大学 Ｕ０００５ 三重大学 Ｕ００４６

旭川医科大学 Ｕ０００６ 滋賀大学 Ｕ００４７

北見工業大学 Ｕ０００７ 滋賀医科大学 Ｕ００８０

弘前大学 Ｕ０００８ 京都大学 Ｕ００４８

岩手大学 Ｕ０００９ 京都教育大学 Ｕ００４９

東北大学 Ｕ００１０ 京都工芸繊維大学 Ｕ００５０

宮城教育大学 Ｕ００１１ 大阪大学 Ｕ００５１

秋田大学 Ｕ００１２ 大阪外国語大学 Ｕ００５２

山形大学 Ｕ００１３ 大阪教育大学 Ｕ００５３

福島大学 Ｕ００１４ 兵庫教育大学 Ｕ００９２

茨城大学 Ｕ００１５ 神戸大学 Ｕ００５４

図書館情報大学 Ｕ００９４ 神戸商船大学 Ｕ００５５

筑波大学 Ｕ００１６ 奈良教育大学 Ｕ００５６

宇都宮大学 Ｕ００１７ 奈良女子大学 Ｕ００５７

群馬大学 Ｕ００１８ 和歌山大学 Ｕ００５８

埼玉大学 Ｕ００１９ 鳥取大学 Ｕ００５９

千葉大学 Ｕ００２０ 島根大学 Ｕ００６０

東京大学 Ｕ００２１ 島根医科大学 Ｕ００８３

東京医科歯科大学 Ｕ００２２ 岡山大学 Ｕ００６１

東京外国語大学 Ｕ００２３ 広島大学 Ｕ００６２

東京学芸大学 Ｕ００２４ 山口大学 Ｕ００６３

東京農工大学 Ｕ００２５ 徳島大学 Ｕ００６４

東京芸術大学 Ｕ００２６ 鳴門教育大学 Ｕ００９５

東京工業大学 Ｕ００２８ 香川大学 Ｕ００６５

東京商船大学 Ｕ００２９ 香川医科大学 Ｕ００９３

東京水産大学 Ｕ００３０ 愛媛大学 Ｕ００６６

お茶の水女子大学 Ｕ００３１ 高知大学 Ｕ００６７

電気通信大学 Ｕ００３２ 高知医科大学 Ｕ００８６

一橋大学 Ｕ００３３ 福岡教育大学 Ｕ００６８

横浜国立大学 Ｕ００３４ 九州大学 Ｕ００６９

新潟大学 Ｕ００３５ 九州芸術工科大学 Ｕ００７０

長岡技術科学大学 Ｕ００８４ 九州工業大学 Ｕ００７１

上越教育大学 Ｕ００８９ 佐賀大学 Ｕ００７２

富山大学 Ｕ００３６ 佐賀医科大学 Ｕ００８７

富山医科薬科大学 Ｕ００８２ 長崎大学 Ｕ００７３

金沢大学 Ｕ００３７ 熊本大学 Ｕ００７４

福井大学 Ｕ００３８ 大分大学 Ｕ００７５

福井医科大学 Ｕ００９０ 大分医科大学 Ｕ００８８

山梨大学 Ｕ００３９ 宮崎大学 Ｕ００７６

山梨医科大学 Ｕ００９１ 宮崎医科大学 Ｕ００８１

信州大学 Ｕ００４０ 鹿児島大学 Ｕ００７７

岐阜大学 Ｕ００４１ 鹿屋体育大学 Ｕ００９６

静岡大学 Ｕ００４２ 琉球大学 Ｕ００７８

浜松医科大学 Ｕ００７９

機関コード 機関コード

平成１２年度着手の評価対象機関一覧
（　　教　　養　　教　　育  　）



参考資料１

全学テーマ別評価「教養教育」の実状調査に係るスケジュール

（１２年度）
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

○ ○
実 説大 大 大 大 大
施 明学 学 学 学 学
要 会評 評 評 評 評
項価 価 価 価 価
等委 委 委 委 委
通員 員 員 員 員
知会 会 会 会 会

専
実状調査内容・方法， 大学で実状調査の門
様式，要項等検討 回答作成委

員
会
設
置

（１３年度）
月 月 月 月 月 月 月4 5 6 7 8 9 10

○ ○
実 実大
状 状学
調 調評
査 査価
回 結委
答 果員
票 公会
提 表
出

専 専門委員会における実状調査の
門 取りまとめ大学で実状調査の

回答作成 実状調査結果の整理・分析等検討委
員
会



参考資料２
実 状 調 査 報 告 書 イ メ ー ジ
（全学テーマ別評価 「教 養 教 育 ）」

はじめに 目 次

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・ⅰ

Ⅰ 調査の概要・・・・・・・・・・・・・１国立大学（９５大学）

（仮称） Ⅱ 教養教育の動向と国立大学の取組・・・３教養教育の取組の現状

34Ⅲ 国立大学(９５大学)の教養教育・・・・

35全学テーマ別評価「教養教育」 １ ○○大学・・・・・・・・・・・・・

44実 状 調 査 報 告 書 ２ ○○大学・・・・・・・・・・・・・

53３ ○○大学・・・・・・・・・・・・・

62４ ○○大学・・・・・・・・・・・・・

：
：平成１３年○月

：
：大学評価・学位授与機構

- - - -ⅰ ⅱ

95 880○○大学・・・・・・・・・・・・

890Ⅳ 索引・・・・・・・・・・・・・・

- -ⅲ

Ⅲ 国立大学（９５大学）の教養教育Ⅰ 調査の概要 Ⅱ 教養教育の動向と国立大学

の取組 １ ○○大学 48 ○○大学１ 調査の目的 ２ 調査の内容

:２ ○○大学

:３ ○○大学

: :
: :
: :
: :
: :
: :
: :
: :

95 ○○大学:
- - - - -１ ３ ３４

- - - 1-1 -２ ３５( )

- -３３

- 95-9 -８８９( )

（各大学の構成は次のページで説明）

Ⅳ 索引

- -８９０

※各ページ数については目安である



（教養教育の目的及び目標のつづき）１ ○○大学 ( ) 教養教育の目的及び目標3
・目的（１）対象機関の概要 （２）教養教育に関すると

らえ方

・目標

- 1-1 - - 1-2 - - 1-3 -３５( ) ３６( ) ３７( )

（４）教養教育に関する取組 ２） （ ）教育課程の編成及び履修状況 教育課程の編成及び履修状況のつづき
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～４２ は各大学からの記述の回答をほぼ原文のまま転載※３５( ) ( )1-1 1-8
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実 状 調 査 票

全学テーマ別評価 「教 養 教 育 」

（平成１２年度着手分）

この調査票は，『実 状 調 査 実 施 要 項 全 学 テ ー マ 別 評 価 「教 養 教 育 」（平 成 １２年 度 着
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います。回答に当たっては，必ず上記の要項の該当部分を参照し，別添の『実 状 調 査 回

答 票 』を用いてください。

平成１３年１月

大学評価・学位授与機構
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１ 対象機関の概要

１－１ 対象機関の概要

大学の現況及び沿革について，所在地，設立年，学部構成，学部学生数及び教員数等の基

本事項を含め，貴学の特徴が表されるよう，１０００字程度で簡潔に記述してください。

（回答票では横２４字×縦４５行を限度とする回答欄を用意しています ）。

２ 教養教育に関するとらえ方

２－１ 教養教育に関するとらえ方

教養教育に関するとらえ方について，学部段階（学士課程）の教育の中で教養教育をどの

ようにとらえ，位置付けているのか，教養教育と専門教育の関連性をどのようにとらえてい

るのかを含め，１０００字程度で具体的に記述してください。

（回答票では横２４字×縦４５行を限度とする回答欄を用意しています ）。

現行の大学設置基準第 条（教育課程の編成方針）では，第 項の「大学は，当該大学，学部及び学科19 1

又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し，体系的に教育課程を編成するもの

とする 」につづいて，第２項で「教育課程の編成に当たっては，大学は，学部等の専攻に係る専門の学。

芸を教授するとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に

配慮しなければならない 」と，必ず，学部段階の教育課程では「幅広く深い教養及び総合的な判断力を。

培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮」することを求めていますが，一方で平成 年以前の一般3

教育科目，外国語科目，保健体育科目及び専門教育科目といった科目区分の規定は廃止されており，その

構成等は各大学に委ねられています。

なお，現行設置基準では，上記のように，教養という表現を 「幅広く深い教養」にだけ使い 「総合的， ，

な判断力を培い，豊かな人間性を涵養する」には当てはめていませんが 「幅広く深い教養及び総合的な，

判断力を培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮」全体が教養教育の必要性を規定したものと解釈

されています。

さらに，外国語教育や保健体育，最近では基礎学力を強化する教育なども，教養教育の範疇で，あるい

はそれとの関連でとらえられることも多く，例えば，大学の設置に際して用いられている 「大学設置審，

査内規に関する申合せ」においては 「一 教育課程等について」で 「①一般教養的教育内容の取扱い」， ，

として 「大学設置基準第 条第 項・・・の規定の趣旨が実現されるよう，教育課程の編成に当たって， 19 2

は一般教養的な教育内容を全部又は一部に含む授業科目を開設する必要がある。なお，一般教養的な教育

内容と専門教育的な教育内容との量的バランスについては，学部，学科等の理念・目的等を勘案して，個

別具体に判断する 」とともに 「②外国語の取扱い」について「国際化等の進展に適切に対応するため外。 ，

国語能力の育成に対する配慮は重要である。この配慮がなされているかどうかについては課外活動・施設

面を含め大学教育全体を通じた総合的な判断が必要である。教育課程上は，当該学部，学科等の理念・目

的等に照らして判断する 「③保健体育の取扱い」については 「生涯を通じての心身の健康の保持・増。」， ，

進を図り得るよう，学生に対して配慮する必要がある。この配慮がなされているかどうかについては，課



外活動その他の厚生補導，施設面を含め大学生活全体を通じた総合的な判断が必要である。教育課程上は，

当該学部，学科等の理念・目的等に照らして判断する 」としています。。

また，上記の「大学設置審査内規に関する申合せ」に言われているのは 「一般教養的教育内容」につ，

いてであり， 年課程の教養学部が存在するように専門性のある教養教育というとらえ方もあります。4

２－２ 教養教育と専門教育の基本的な関係

教養教育のとらえ方には様々なものがありますが「大学設置基準」及び「大学設置審査内

規に関する申合せ」等（ ２－１ 教養教育に関するとらえ方」の括弧内の説明参照）による「

と，教養教育と専門教育の基本的な関係には次のようなパターンが考えられます。

貴学の場合には，どれに当てはまりますか。１つ選んで回答してください。

一般教養教育と専門教育を区別し，独立に展開をしている1.
一般教養教育と専門教育を区別しているが，相互の有機的な関係を図っている2.

一般教養教育と専門教育の区別はあるが，その他に一般教養的内容と専門的内容を併3.

せ持つ教育を実施している

一般教養的内容と専門的内容を併せ持つ教育を実施し，一般教養的教育内容のみの教4.

育は行っていない

その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）5. 。

２－３ 授業科目区分

貴学の授業科目の区分の名称についてお伺いします。つぎの( )～( )の項目について，該1 3
当する授業科目区分の名称を，回答票に記入してください。また，学部名の欄に，授業科目

区分が全学共通の場合は 「全学共通」と記入し，学部によって異なる場合は，該当する学，

部名を記入してください。

一般教養教育の授業科目区分( )1

一般教養的内容と専門的内容を併せ持つ教育の授業科目区分( )2

専門教育の授業科目区分( )3



・下位区分がある場合

例 授業科目区分名 学部名（ ）

テーマ科目（共通教育科目） 全学共通

全学共通コミュニケーション科目 共通教育科目（ ）

情報科目（共通教育科目） イ学部

ロ学部

：

※ 「共通教育科目」という授業科目区分の中に 「テーマ科目」や「コミュニケ，

ーション科目 「情報科目」等の下位の授業科目区分があれば，上記のように」，

下位区分名のあとに（ ）書きで上位区分名を記入してください。

・下位区分がない場合

例 授業科目区分名 学部名（ ）

共通教育科目 全学共通

：

※ 下位の授業科目区分がなければ （ ）書きは不要です。，

３ 教養教育の目的及び目標

３－１ 教養教育の目的及び目標

教養教育の目的及び目標について，大学の設置の趣旨，歴史や伝統，規模や資源などの人

的あるいは物的条件，地理的条件，さらには将来計画等を踏まえつつ，既に行ってきている

取組全体の意図や課題を明確かつ具体的に記述してください。なお，目的と目標は分けて記

述し，合わせて４０００字程度でまとめてください。

（回答票では横２４字×縦１９０行を限度とする回答欄を用意しています ）。

。 ， ，目的とは，大学が教養教育を実施する全体的な意図を指します 一般的には 教養教育の基本的な方針

提供する内容及び方法の基本的な性格，教養教育を通じて達成しようとしている基本的な成果などを示す

ものです。そうした目的が，いかなる社会的ニーズを満たすことになるのか，さらには国際的な視点，大

， 。学改革の方向性等の関係でどのような意味を持っているのかについても ここで言及することができます

目的で示された意図を実現するために設定された具体的な課題を指します。これらの課題に目標とは，

は，全学規模で取り組む課題と，全学的な方針の下で学部ごとに独自に取り組む課題といった区別がされ

ている場合があります。その場合には，それを全学的な目標と学部ごとの目標といった形で階層化して示

すこともできます。



４ 教養教育に関する取組

（１）実施体制

４－１－１ 実施体制

貴学における教養教育の実施体制について，運営組織とその活動内容，学生による授業評

価やファカルティ・ディベロップメント等の授業改善の諸施策の実施状況を含め，２０００

字程度で具体的に記述してください。

（回答票では横２４字×縦９３行を限度とする回答欄を用意しています ）。

注）ファカルティ・ディベロップメントについては，平成１０年１０月 大学審議会答申『２１世紀の大学像と

今後の改革方策について』の用語解説では 教員が授業内容・方法を改善し，向上させるための組織的な取，「

組の総称。ＦＤと略して称されることもある。その意味するところは極めて広範にわたるが，具体的な例と

しては，教員相互の授業参観の実施，授業方法についての研究会の開催，新任教員のための研修会の開催な

どを挙げることができる と説明されていますが，こうした教育面にとどまらず，研究や社会貢献を含む広。」

範な教員の活動の資質向上を意味することもあります。

４－１－２ 一般教養に関する教育の実施組織

貴学における一般教養に関する教育（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分の

教育）の実施組織についてお伺いします。

(1) 一般教養に関する教育の実施組織は以下のうちのどれですか。１つ選んで回答

してください。

全学共通の実施組織である1.

学部ごとの実施組織である2.

全学共通と学部ごとの実施組織が並存している3.
その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）4. 。

(2) ，お伺いします。全学共通の実施組織は以下のう(1)で「1」，「3」を選択した場合

ちのどれですか。１つ選んで回答してください。

専属の教員組織をもつ教養部1.

専属の教員組織をもつ教養部以外の組織（→ 回答票に，具体的に記述し2.

てください ）。

全学部の代表からなる委員会のもとでの，学部による授業担当の分担3.

センター等の調整のもとでの，学部による授業担当の分担4.
その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）5. 。



４－１－３ 学生による授業評価やファカルティ・ディベロップメントの実施状況

一般教養に関する教育（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分の教育）におけ

る授業改善の諸施策の実施状況についてお伺いします。

(1) 学生による授業評価の実施状況は以下のうちのどれですか。１つ選んで回答して

ください。

全学で実施されている1.

学部によって実施されている2.
教員の自発的な集団によって実施されている3.

教員個人によって実施されている4.
現在は実施されていないが，近い将来実施する方向で検討されている5.

現在実施されていないし，検討もされていない6.

その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）7. 。

(2) ファカルティ・ディベロップメントの実施状況は以下のうちのどれですか。１つ

選んで回答してください。

全学で実施されている1.
学部によって実施されている2.

教員の自発的な集団によって実施されている3.

現在は実施されていないが，近い将来実施する方向で検討されている4.

現在実施されていないし，検討もされていない5.

その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）6. 。

（２）教育課程の編成及び履修状況

４－２－１ 教育課程の編成及び履修状況

教養教育に関する教育課程の編成及び履修状況について，貴学における編成上の基本方針

や特色，授業科目の区分とその内容を含め，４０００字程度で具体的に記述してください。

その際，教育課程の編成全体の中で，設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分ご

との状況が分かるように記述してください。

また，学生の学力の多様化に関して全学規模での対応策があれば，その状況についても記

述してください。

（回答票では横２４字×縦１９０行を限度とする回答欄を用意しています ）。



４－２－２ 教育課程における教養教育の内容

貴学の教育課程においてはどのような教養教育の内容が組み込まれていますか。次に掲げ

る1～32までの要素について，４つの項目（ 特に組み込んでいない 「組み込む方向で検討「 」

中である 「組み込んでいる 「組み込んでおり，特に重点を置いている ）のどれに当ては」 」 」

まるか，回答票に記入してください。

1. 高い倫理性を持って判断し行動できる能力の育成

2. 高い責任感を持って判断し行動できる能力の育成

3. 自らの文化に対する理解の促進

4. 世界の多様な文化に対する理解の促進

5. 外国語によるコミュニケーション能力の育成

6. 外国語の習得を通じた外国文化の理解

7. ２つ以上の外国語の習得

8. 論理的な文章を書く能力の育成

9. プレゼンテーション能力の育成

10. 討論能力の育成

11. 課題発見能力の育成

12. 情報リテラシーの向上

13. 科学リテラシーの向上

14. 数理リテラシーの向上

15. 人文学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

16. 社会科学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

17. 自然科学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

18. 諸科学を超えた学際的な知識の習得

19. 芸術鑑賞能力の育成

20. 芸術的な表現能力の育成

21. 身体運動能力の向上

22. 健康な生活を営む能力の向上

23. 環境問題に対する理解の促進

24. 国際問題に対する理解の促進

25. ジェンダー問題に関する理解の促進

26. 社会問題に関する理解の促進

27. 職業観の育成

人間関係能力の向上28.
自己発見の援助29.

ボランティア意識の育成30.

大学における学習への適応能力の育成31.
高等学校程度の内容の補習教育の実施32.

その他（→ 回答票に，簡潔に記述してください ）33. 。



（例）

特に組み込 組み込む方 組み込んで 組み込んで

項 目 んでいない 向で検討中 いる おり，特に

要 素 である 重点を置い

ている

○1. 高い倫理性を持って判断し行動できる能力の育成

○2. 高い責任感を持って判断し行動できる能力の育成

○3. 自らの文化に対する理解の促進

４－２－３ 一般教養に関する教育の授業科目区分と卒業要件との関係

（ ）一般教養に関する教育の授業科目区分 設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分

と卒業要件との関係についてお伺いします。

なお，設問(1)及び(2)については，回答票の学部名の欄に，各授業科目区分の卒業要件単

位数が全学共通の場合 「全学共通」と記入し，学部によって異なる場合は，該当する学部名，

を記入し,それぞれの卒業要件単位数を記入してください。また，設問(3)も，学部名の欄の

記入については，設問(1)及び(2)と同様にしてください。

(1) 設問２－３で(1)に分類した授業科目区分名及び卒業要件単位数を回答票に記入

してください。

(2) 設問２－３で(2)に分類した授業科目区分名及び卒業要件単位数を回答票に記入

してください。

(3) 以下の項目について，それぞれ回答票に記入してください。

1. 卒業要件単位数

2. 一般教養に関する教育の授業科目区分の卒業要件単位数

( )の授業科目区分の合計単位数3. 1

( )の授業科目区分の合計単位数4. 2



・設問(1)及び(2)の場合

例 授業科目区分名 学部名 単位数（ ）

テーマ科目 全学共通 18

20コミュニケーション科目 イ学部

ロ学部
18

ハ学部

： ： ：

・設問(3)「1. 卒業要件単位数」で学部により卒業要件単位数が異なる場合

例 学部名 単位数（ ）

188イ学部

ロ学部
124

ハ学部

： ：

４－２－４ 一般教養に関する教育の授業科目の履修年次

一般教養に関する教育の授業科目（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分の科

目）の履修年次についてお伺いします。

( ) 一般教養に関する教育の授業科目の履修年次はどのように設定されていますか。1

以下のうちから，１つ選んで回答してください。

１，２年次1.

１～３年次2.
１～４年次3.

その他（→ 回答票に，履修年次を記入してください ）4. 。

( ) ，お伺いします。高学年次（３年次以上）指定の2 (1)で「2」，「3」，「4」を選択した場合

一般教養に関する教育の授業科目があれば，その授業科目区分名及び授業科目名を回

答票に記入してください。

例 授業科目区分名 授業科目名（ ）

テーマ科目 Ａ

Ｂ

：



４－２－５ 一般教養に関する教育の授業科目の履修状況

一般教養に関する教育の授業科目（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分の科

目）の履修状況について,(1)～(3)の設問にお答えください。データは平成１２年度または

小 数 点 第 ２位 で平成１１年度のものを用い，算出してください。なお，割り切れない場合は

してください。四 捨 五 入

(1) 各授業科目の履修登録した学生数を授業科目区分ごとに整理し，回答票に記入し

てください。

例 授業科目区分名 最小値 平均値 最大値（ ）

テーマ科目 24 61.3 115

(2) 各授業科目の単位取得率を授業科目区分ごとに整理し，回答票に記入してくださ

い。なお，計算の際には，分母を )履修登録した学生数 )成績判定を行った学生1 2
数の２通りで行ってください。

例 授業科目区分名 最小値 平均値 最大値（ ）

テーマ科目 42.1 51.9 62.3

1)の場合の計算方法 ： 単位取得した学生数

履修登録した学生数

2)の場合の計算方法 ： 単位取得した学生数

成績判定を行った学生数

(3) 学生は卒業までに，一般教養に関する教育の授業科目の単位をどの程度取得して

いますか。一般教養に関する教育の授業科目区分全体で整理し，回答票に記入して

ください。

例 平均値 最大値（ ）

22 26



（３）教育方法

４－３－１ 教育方法

教養教育の教育方法の基本方針及び諸施策について，授業形態，学習指導法，学習環境，

成績評価法等を含め，２０００字程度で具体的に記述してください。

（回答票では横２４字×縦９３行を限度とする回答欄を用意しています ）。

４－３－２ 一般教養に関する教育の授業科目における履修登録者数の上限設定

一般教養に関する教育の授業科目（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目区分の科

目）の履修登録者数の上限設定についてお伺いします。

履修登録者数に上限を設けている授業科目がありますか。以下の人数区分に従って，授業

科目区分名及び授業科目名を回答票に記入してください。

２０名以下の授業科目1.
２１名以上５０名以下の授業科目2.

５１名以上１００名以下の授業科目3.

１００名を超える上限の授業科目4.

例 人数区分 授業科目区分名（ ）

授業科目名

テーマ科目 Ａ1. ２０名以下

Ｂ

全体コミュニケーション科目

：：

2. ２１名以上～

５０名以下

※ 該当する授業科目が多数ある場合， 記入し，すべて５科目まで

の授業科目が該当する場合，授業科目名の欄に と記入し「全 体 」

てください。



４－３－３ 一般教養に関する教育の授業科目におけるシラバスの実施状況

(1) 一般教養に関する教育の授業科目（設問２－３で(1)及び(2)に分類した授業科目

区分の科目）のシラバスの作成状況は以下のうちどれですか。１つ選んで回答して

ください。

1. 全学の施策として，全科目区分で実施している

2. 全学の施策として，一部の科目区分で実施している

（→ 「2」を選択した場合の記入例に従って，回答票に記入してください ）。

3. 全学の施策とはしていないが，学部によって施策としている

（→ 「3」を選択した場合の記入例に従って，回答票に記入してください ）。

その他（→ 回答票に，具体的に記入してください ）4. 。

・ 2」を選択した場合「

例 授業科目区分名（ ）

テーマ科目

コミュニケーション科目

3」を選択した場合・「

例 学部名 授業科目区分名（ ）

イ 学 部 テーマ科目

コミュニケーション科目ロ 学 部

(2) シラバスの役割は以下のうちどれですか （複数回答可）。

1. 学生が履修を選択する科目を判断するため

2. 毎回の授業の内容を示すため

3. 学生が授業にのぞむ上での準備ができるようにするため

4. 学生が授業にどのように参加すればよいのかを示すため

5. 学生が教室外ですべき学習課題を提示するため

6. 成績評価がどのような基準で行われるのかを示すため

7. その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）。



(3) １授業科目当たりのシラバスの分量は以下のうちどれですか。１つ選んで回答

してください。

1. １頁未満

2. １頁

3. ２頁～３頁

4. ４頁以上

(4) シラバスの提示方法は以下のうちどれですか （複数回答可）。

1. すべての授業を集めた冊子

2. 授業ごとに配布

3. インターネットのウェブサイト（ホームページ）

4. その他（→ 回答票に，具体的に記述してください ）。

注）シラバスについては，平成１２年１１月 大学審議会答申『グローバル化時代に求められる高等教育の在

』 ，「 。 ， ， ， ，り方について の用語解説では 各授業科目の詳細な授業計画 一般に 授業名 担当教員名 講義目的

各回ごとの授業内容，成績評価方法・基準，準備学習等についての具体的な指示，教科書・参考文献，履修

条件等が記されており，学生が各授業科目の準備学習等を進めるための基本となるもの。また，学生が講義

」の履修を決める際の資料になるとともに 教員相互の授業内容の調整 学生による授業評価等にも使われる， ， 。

と説明されています。

５ 変遷及び今後の方向

５－１ 変遷及び今後の方向

貴学の教養教育の変遷及び今後の方向性等について，２０００字程度で具体的に記述して

ください。

（回答票では横２４字×縦９３行を限度とする回答欄を用意しています ）。



◎ 実状調査回答票作成上の注意

実状調査回答票は 電子媒体は，３．５イ1. 書面及び電子媒体でそれぞれ１部提出してください。なお，

ンチ （ 型， フォーマット）又は （ 又は フォーマット）FD 2 H D Windows 1.44MB CD-ROM Joliet Romeo

で提出してください。

2. MS-Word Ver.8実状調査回答票の電子ファイルは，一太郎及び で提供します。回答は一太郎の場合は

～ ， の場合は ～ で作成し，提出して下さい。なお，指定した形式により作成でき10 MS-Word 97 2000

ない場合，評価事業部評価第１課へ御相談ください。

実状調査回答票のファイル名は 「 」の後に 「実状調査実施要項」の別記「平成１２年度着3. SH12T2， ，

手の評価対象機関一覧」の５桁の「機関コード」を付けて，半角英数字で作成してください。

（例） 北海道大学の場合「 」SH12T2U0001

電子媒体には，大学名を記入するとともに 「教養教育」と記入してください。4. ，

電子媒体で提出する実状調査回答票ファイルについては，次の点に注意してください。5.

( ) 回答票の文字は，９．０ポイント（字体は問わない）を用い，回答票の指示に従って記入して下1

さい。

( ) 外字は使用しないでください。2

( ) 漢字コードは，原則として 第１，第２水準の範囲で使用してください。また，機種に依存す3 JIS

る文字は，できる限り使用しないでください。

（例） ○付き数字，ローマ数字，単位記号，省略文字，囲み文字など

( ) 人名などで 第１，第２水準にない文字は，代替文字もしくは，かな書きとしてください。な4 JIS

お， が使用できるワードプロセッサソフトで作成される場合は，それに含まれる漢字を使Unicord

用しても差し支えありません。

( ) 数式，化学式は，作成者の責任において適宜表記してください。5

書面で提出する実状調査回答票の中で，図・表を使用する際は，必要に応じて，既存の冊子・資料等6.

の図・表を貼付しても結構です （コピー可）。

なお，記述式の設問の回答票は，分量に限度がありますので，決められた分量に収まるよう御留意下

さい。



実 状 調 査 回 答 票

全学テーマ別評価「 教 養 教 育 」

（平成１２年度着手分）

大 学 名

連 絡 先

(ふりがな)

連 絡 者 名

所属部課等名

Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

Ｅ－ｍａｉｌ



（ 大学）
１ 対 象 機 関 の 概 要

１－１ 対象機関の概要

横２４字×縦４５行

ポイント数 ９Ｐ

２ 教養教育に関するとらえ方

２－１ 教養教育に関するとらえ方

横２４字×縦４５行

ポイント数 ９Ｐ



２－２ 教養教育と専門教育の基本的な関係

「 5 」 を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

２－３ 授業科目区分

。( ) 一般教養教育の授業科目区分を記入してください1

授業科目区分名 学部名

( ) 一般教養的内容と専門的内容を併せ持つ教育の授2

業科目区分を記入してください。

授業科目区分名 学部名

( ) 専門教育の授業科目区分を記入してください。3

授業科目区分名 学部名



３ 教 養 教 育 の 目 的 及 び 目 標
３－１ 教養教育の目的及び目標

横２４字×縦４６行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



４ 教 養 教 育 に 関 す る 取 組

（１）実 施 体 制
４－１－１ 実施体制

横２４字×縦４５行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



４－１－２ 一般教養に関する教育の実施組織

( )1

「4」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

( )2

「2 」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

「5 」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。



４－１－３ 学生による授業評価やファカルティ・

ディベロップメントの実施状況

( )1

「 7 」 を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

( )2

「6 」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。



（２）教 育 課 程 の 編 成 及 び 履 修 状 況
４－２－１ 教育課程の編成及び履修状況

横２４字×縦４６行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



４－２－２ 教育課程における教養教育の内容

項 目

要 素

1. 高い倫理性を持って判断し行動できる能力の育成

2. 高い責任感を持って判断し行動できる能力の育成

3. 自らの文化に対する理解の促進

4. 世界の多様な文化に対する理解の促進

5. 外国語によるコミュニケーション能力の育成

6. 外国語の習得を通じた外国文化の理解

7. ２つ以上の外国語の習得

8. 論理的な文章を書く能力の育成

9. プレゼンテーション能力の育成

10. 討論能力の育成

11. 課題発見能力の育成

12. 情報リテラシーの向上

13. 科学リテラシーの向上

14. 数理リテラシーの向上

15. 人文学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

16. 社会科学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

17. 自然科学各専門の基礎的な知識及び方法の習得

18. 諸科学を超えた学際的な知識の習得

19. 芸術鑑賞能力の育成

20. 芸術的な表現能力の育成

21. 身体運動能力の向上

22. 健康な生活を営む能力の向上

23. 環境問題に対する理解の促進

24. 国際問題に対する理解の促進

25. ジェンダー問題に関する理解の促進

26. 社会問題に関する理解の促進

27. 職業観の育成

人間関係能力の向上28.

自己発見の援助29.

ボランティア意識の育成30.

大学における学習への適応能力の育成31.

高等学校程度の内容の補習教育の実施32.

「3 3 」 を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 簡 潔 に 記 述 し て・

ください。

特に組み込組み込む方組み込んで組み込んで

んでいない 向で検討中いる おり，特に

である 重点を置い

ている



４－２－３ 一般教養に関する教育の授業科目区分と

卒業要件との関係

(1) 授業科目区分名及び卒業設 問 ２－ ３で(1)に分類した

要件単位数を記入してください。

授業科目区分名 学部名 単位数

(2) 授業科目区分名及び卒業設 問 ２－ ３で(2)に分類した

要件単位数を記入してください。

授業科目区分名 学部名 単位数

( )3

卒業要件単位数を記入してください。1.

学部名 単位数

一般教養に関する教育の授業科目区分の卒業要件単2.

位数を記入してください。

学部名 単位数

。3. 1( )の授業科目区分の合計単位数を記入してください

学部名 単位数

。4. 2( )の授業科目区分の合計単位数を記入してください

学部名 単位数



４－２－４ 一般教養に関する教育の授業科目の履修

年次

( )1

「4」を選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 履 修 年 次 を 記 入 し て・

ください。

履修年次

( )2

授業科目区分名 授業科目名



４－２－５ 一般教養に関する教育の授業科目の履修

状況

( ) 平成 年度1

授業科目区分名 最 小 値 平 均 値 最 大 値

（人） （人） （人）

( ) 平成 年度2

＜ ) 分母を履修登録した学生数とした場合＞1

授業科目区分名 最 小 値 平 均 値 最 大 値

（％） （％） （％）

＜ ) 分母を成績判定を行った学生数とした場合＞2

授業科目区分名 最 小 値 平 均 値 最 大 値

（％） （％） （％）

( ) 平成 年度3

平均値 最大値

（単位） （単位）



（３）教 育 方 法
４－３－１ 教育方法

横２４字×縦４５行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ



４－３－２ 一般教養に関する教育の授業科目におけ

る履修登録者数の上限設定

人数区分 授業科目区分名

授業科目名

1. ２０名以下

2. ２１名以上

～５０名以下

3. ５１名以上

～１００名以下

4. １００名超



４－３－３ 一般教養に関する教育の授業科目におけ

るシラバスの実施状況

( )1

「2」を選 択 し た 場 合・

授業科目区分名

「3 」を 選 択 し た 場 合・

学部名 授業科目区分名

「4」を選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

( )2

「7 」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。

( )3

( )4

「4 」を 選 択 し た 場 合 ， 以 下 の 欄 に 具 体 的 に 記 述 し て・

ください。



５ 変 遷 及 び 今 後 の 方 向
５－１ 変遷及び今後の方向

横２４字×縦４５行

ポイント数 ９Ｐ

横２４字×縦４８行

ポイント数 ９Ｐ


